
平成22年度事務事業評価表（平成2１年度振り返り）

政策名 個別2

所管課係名

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋②

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

10 213 0

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ） □ あり ■ なし 現状維持

平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

10 213 0

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度

8 208 0

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

22 202 0

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ） □ あり ■ なし 現状維持

平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

22 202 0

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度

22 207 0

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

4 69 0

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ） □ あり ■ なし 現状維持

平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

4 69 0

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度

4 69 0

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

4 109 0

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ） □ あり ■ なし 現状維持

平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

4 109 0

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度

4 109 0

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

4 115 0

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ） □ あり ■ なし 現状維持

平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

4 115 0

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度

4 115 0

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

事務事業
番号

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

改革・改善の余地
（目的妥当性･効率性･有効性･公平性から）

改革・改善の余地を踏まえた
平成23年度以降に向けた事務事業の方向性

（所管課長記入欄）事務事業名
指標 指標 指標

個別2-01

監査事務局 対象 監査委員

決算審査に伴う監
査委員の出席日数

決算審査の運営支
援を行った日数

選択項目 説明（選択理由） 選択項目 説明（選択理由）

844 8,053 8,897
22年度以降に向けた方向性 現状維持 所管課長名： 監査事務局　山下　満

監査事業
（決算審査事務）

手段
地方自治法第233条第2項及び第241条第5
項の規定に基づく決算審査の運営を支援

改善の余地 23年度以降に向けた方向性

　監査の範囲は法律等で定められている。
   (地方自治法等の法定業務)

　地方自治法等での法定業務のため現状維持。

852 7,891 8,743

意図
地方自治法等に則った決算審査の運営が
円滑に実施される。 876 7,691 8,567

監査委員からの事
務局支援に対する
指摘件数／決算審
査の開催日数

個別2-02

監査事務局 対象 監査委員

例月出納検査に伴
う監査委員の出席
日数

例月出納検査の運
営支援を行った日
数

選択項目 説明（選択理由） 選択項目 説明（選択理由）

677 7,645 8,322
22年度以降に向けた方向性 現状維持 所管課長名： 監査事務局　山下　満

監査事業
（例月出納検査事務）

手段
市監査委員に関する条例に基づき実施さ
れた例月出納検査の運営を支援

改善の余地 23年度以降に向けた方向性

　監査の範囲は法律等で定められている。
   (地方自治法等の法定業務)

　地方自治法等での法定業務のため現状維持。

681 7,490 8,171

意図
地方自治法等に則った例月出納検査の運
営が円滑に実施される。 684 7,646 8,330

監査委員からの事
務局支援に対する
指摘件数／例月出
納検査の開催日数

個別2-03

監査事務局 対象 監査委員

工事監査に伴う監
査委員の出席日数

工事監査の運営支
援を行った日数

選択項目 説明（選択理由） 選択項目 説明（選択理由）

291 2,619 2,910
22年度以降に向けた方向性 現状維持 所管課長名： 監査事務局　山下　満

監査事業
(工事監査事務)

手段
地方自治法第199条第1項及び第5項の規
定に基づく工事監査の運営を支援

改善の余地 23年度以降に向けた方向性

　監査の範囲は法律等で定められている。
   (地方自治法等の法定業務)

　地方自治法等での法定業務のため現状維持。

306 2,566 2,872

意図
地方自治法等に則った工事監査の運営が
円滑に実施される。 307 2,559 2,866

監査委員からの事
務局支援に対する
指摘件数／工事監
査の開催日数

個別2-04

監査事務局 対象 監査委員

財政援助団体監査
に伴う監査委員の
出席日数

財政援助団体監査
の運営支援を行っ
た日数

選択項目 説明（選択理由） 選択項目 説明（選択理由）

499 4,133 4,632
22年度以降に向けた方向性 現状維持 所管課長名： 監査事務局　山下　満

監査事業
（財政援助団体監査事
務）

手段
地方自治法第199条第7項の規定に基づく
財政援助団体監査の運営を支援

改善の余地 23年度以降に向けた方向性

　監査の範囲は法律等で定められている。
   (地方自治法等の法定業務)

　地方自治法等での法定業務のため現状維持。

499 4,049 4,548

意図
地方自治法等に則った財政援助団体監査
の運営が円滑に実施される。 501 4,038 4,539

監査委員からの事
務局支援に対する
指摘件数／財政援
助団体監査の開催
日数

個別2-05

監査事務局 対象 監査委員

定期監査に伴う監
査委員の出席日数

定期監査の運営支
援を行った日数

選択項目 説明（選択理由） 選択項目 説明（選択理由）

522 4,344 4,866
22年度以降に向けた方向性 現状維持 所管課長名： 監査事務局　山下　満

監査事業
(定期監査事務)

手段
地方自治法第199条第1項及び第4項の規
定に基づく定期監査の運営を支援

改善の余地 23年度以降に向けた方向性

　監査の範囲は法律等で定められている。
   (地方自治法等の法定業務)

　地方自治法等での法定業務のため現状維持。

523 4,257 4,780

意図
地方自治法等に則った定期監査の運営が
円滑に実施される。 526 4,245 4,771

監査委員からの事
務局支援に対する
指摘件数／定期監
査の開催日数

個別施策 施策番号・名 監査活動支援の充実 基本事業番号・名

東久留米市



平成22年度事務事業評価表（平成2１年度振り返り）

政策名 個別2

所管課係名

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋②

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円）

事務事業
番号

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

改革・改善の余地
（目的妥当性･効率性･有効性･公平性から）

改革・改善の余地を踏まえた
平成23年度以降に向けた事務事業の方向性

（所管課長記入欄）事務事業名
指標 指標 指標

個別施策 施策番号・名 監査活動支援の充実 基本事業番号・名

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

14 24 100

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ） □ あり ■ なし 現状維持

平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

12 24 100

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度

12 24 100

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

個別2-06

監査事務局 対象 監査委員

総会・研修開催回
数

事業参加人員

選択項目 説明（選択理由） 選択項目 説明（選択理由）

175 454 629
22年度以降に向けた方向性 現状維持 所管課長名： 監査事務局　山下　満

監査委員研修事業

手段
定期総会及び監査委員研修会並びに職員
研修会に参加

改善の余地 23年度以降に向けた方向性

本市が会員都市となっている東京都市・関
東都市・全国都市監査委員会が主催する監査
委員の研修事業である。

　監査委員の研修事業のため現状維持。

213 445 658

意図
監査知識の向上等を図るとともに情報を
収集し、監査業務に活用する。 203 443 646

事業参加人員／対
象者数

東久留米市


